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１．研究計画の概要 
(1) 本研究の研究計画は、第 1に、経済社会
における取引対象のソフト化（物的形状を持
たない無形資産等の取引の増加）が租税法に
おける「資産」の概念に与える影響を、①人
と教育や技能習得に関する税制、②研究開発
や知的財産権への課税、③事業活動への参加
や投資に関する課税、④事業の組織に関する
税制、⑤国際取引や国際移動への課税の各領
域から総合的に分析するとともに、第 2 に、
これらを総論的検討に還元し、人の所得に対
する課税という租税法としての規範的観点
から再構成するという 2段階から構成されて
いる。 
(2) 本研究は、ソフト化した資産概念の分析
から、取得価額の果たすべき機能を、人に対
する所得課税の観点から明らかにし、具体的
規定の提言を行う。そのために、取得価額に
関する問題が表面化している上記各領域の
検討結果を総合し、所得課税を通じた取得価
額のあり方を明らかにするとともに、取得価
額に関する現在の実定法規定を再構成し、通
則となる規定の提言を行う。 
 
２．研究の進捗状況 
(1) 本研究では、取得価額をその規範的意味
から基礎づけるために、上記各領域について
検討を進め、これまで 3 年間で 26 回の研究
会を開催し、研究論文 19 件、学会等での発
表 9 件（うち招待講演 5、外国 3）、図書 8件
の研究成果を公表した。本研究の研究計画で
は、各領域の検討から、所得課税を通じた総
論への還元・基底概念の追究を行うこととし
ており、これら研究成果は、総論的検討を含
むものである。 
(2) 各論的領域では、①人と教育の領域では、

人的資本に関する基礎的な文献講読を行う
とともに、家族間の教育費支出に関する非課
税や扶養控除等の所得控除、さらには、社会
保障制度による給付までを視野に入れた検
討を進めた。②研究開発と知的財産権の領域
では、人の協働と成果の配賦に関する検討を
行った。③事業活動の領域で、プライベー
ト・エクイティ・ファンドへの課税、特にい
わゆる Carried Interest の扱いについて、
その資産性や労務提供時の課税との関係、取
得価額償却方法、Sweat equity課税のあり方、
他の投資家への影響、キャピタル・ゲイン軽
課の根拠等種々の側面から多角的な考慮を
試みた。パートナーシップ課税における労務
出資、特別配賦、Carried Interest の検討を
進めた。④事業組織の領域では、法人課税の
意味をエージェンシー問題および米国の法
人課税の歴史の観点から追究した。また、信
託課税について、特に所得の帰属を巡る議論
を深めた。⑤国際課税の領域では、EU におけ
る 統 一 法 人 税 (Common Consolidated 
Corporate Tax Base)で用いられる所得の国
家間配賦の方式、および、帰属所得主義に基
づく国際課税のあり方について検討した。総
論的検討として、信託を題材にした資産の移
転、および、所得の実現という基底概念に関
する検討を行い、論文を公表した。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 研究会で着実な議論を進め、学会等での報
告や論文発表を行っている点では、研究計画
を順調進めているといえるが、各論的領域
（特に人と教育の領域、研究開発と知的財
産権の領域）と総論との連関について、進
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捗度を向上させる必要がある。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1) 研究計画はおおむね達成されつつある
ので、その大幅な変更・追加などは不要と考
えられるが、前述の通り、各論的領域と総論
との連関につき、より研究を進捗させ、通則
的規定の提言に到達する必要がある。そのた
め、以下の方策を採る予定である。 
(2) 研究計画では当初、総論的検討は主と
して研究代表者たる岡村、各論的領域の検討
は岡村の他、研究分担者や連携研究者が担当
することとなっていたが、このような領域分
担が、かえって総論への研究成果還元を妨げ
ていたきらいがある。そこで、①資産概念及
び取得価額の機能の総論的考察を前提に、研
究代表者、分担者、連携研究者が、シリーズ
的な論説（可能な限り通則的規定の提言に結
びつく検討を含む）を執筆した上で、同一の
雑誌論文等へ投稿ないし書籍刊行を行う。こ
れにより、研究分担者や連携研究者による総
論的検討への参画をより一層促進すると共
に、総論的検討の蓄積を促進する。②各論的
領域分担を緩和し、分担外の領域の検討をも
積極的に行う。これにより領域横断的な考察
を蓄積して、総論への還元を行いやすくする。 
(3) 以上のために、従来と同様の頻度（年
間 8〜9 回）で研究会を開催するとともに、
必要な外国での調査や意見交換などを行う。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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